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1. はじめに
　オープンサイエンスとは、“幅広い分野の公的資金
による研究成果（論文や関連するデータセット等）に
学術関係者だけでなく、民間企業や一般市民が、広く
利用・アクセスできるようにする”1）取組である。論文
のオープンアクセス（以下、「OA」）や研究データの
公開と利活用によって、新たな科学の発展やイノベー
ションの創出、研究の透明性の向上などが期待される
ことから、G7 科学技術大臣会合をはじめとする国際
組織や各国の政府機関がオープンサイエンスの推進
を表明している。第 5 期科学技術基本計画（2016 年
度〜 2020 年度）2）では、“国は、資金配分機関、大学
等の研究機関、研究者等の関係者と連携し、オープン
サイエンスの推進体制を構築”するとともに、“公的
資金による研究成果については、その利活用を可能な
限り拡大することを、我が国のオープンサイエンス推
進の基本姿勢とする”と述べられている。
　研究データの公開（以下、「データ公開」）は、2013

【 概　要 】
　公的資金による研究の成果である論文やデータを公開し、学術関係者のみならず、企業や市民による利活用
を可能にするオープンサイエンスの政策が世界的に推進されている。オープンサイエンスの実現によって、科
学の発展やイノベーションの創出が期待されている一方で、データの公開については分野ごとの特性をふまえ
る必要があると指摘されている。
　そこで科学技術・学術政策研究所（NISTEP）科学技術予測センターは、データ公開を中心とした日本のオー
プンサイエンスの実態と課題を明らかにするため、2016 年 11 月から 12 月にかけて科学技術専門家ネット
ワークを活用したアンケートシステムによる調査を実施した。その結果、回答者 1,398 名のうち 51.0% がデー
タの、70.9% が論文の公開経験を有していた。データを公開しようとする場合のリソースとして、79.2% が人
材、74.5% が資金、74.1% が時間について「不足／やや不足している」と認識しており、公開の懸念として、
87.8% が引用されずに利用される可能性を、84.6% が先に論文を出版される可能性を「問題／やや問題である」
と認識していた。回答者の 75.8% は公開されているデータを入手した経験を有していたが、利用料金や利用者
登録などが問題であると考えていることが明らかになった。

年に G8 科学技術大臣会合の共同声明 3）で言及され
たことを契機として議論が加速した4）。2017 年 4 月
には科学技術振興機構が『オープンサイエンス促進に
向けた研究成果の取扱いに関する JST の基本方針』5）

を公開し、助成金を獲得したプロジェクトに対して研
究開始までにデータマネージメントプラン（DMP）の
提出を求めるとともに、データ公開を推奨している。
また、学術出版社も論文のエビデンスとなるデータ
公開を求めることが増えつつあり、例えば Springer 
Nature 社は 2016 年 12 月に6）、Wiley 社は 2017
年 9 月に7）、それぞれが出版する雑誌に適用する新た
な「データ共有ポリシー」を発表した。データ公開を
データ出版（data publishing）8）と呼び、論文の出版
と同様に扱ったり、引用したり、業績や評価の対象と
しようとする動きもみられる。論文や引用情報のデー
タベースである Web of Science9）は 2012 年から
Data Citation Index を公開してデータ引用の追跡
を可能にしており、Scopus10）は論文の根拠となる研
究データの検索ツールを強化している11）。
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図表 1　公開データと OA 論文の有無（いずれも n=1,398）

図表 2　データの公開方法（n=713）

図表 3　分野別公開データの有無（n=1,395）

　しかし、データの公開については分野によってデー
タの種類や機密性、取扱いの慣習などが異なるため、そ
れぞれの特性をふまえた政策が必要であると指摘され
ている。2015 年に公開された内閣府による報告書で
は、“各省庁等のステークホルダーは、オープンサイエ
ンスを推進すべき領域、プロジェクトを選定し、研究
活動上の利益・損失や研究途上の取扱及び機微の判断
など各分野の専門家・研究者、技術者の意見を十分に
取り入れ、その分野の活動・研究成果が最大化される
ことを旨として、オープンサイエンス実施方針を定め 
る”12）と述べられている。
　そこで科学技術・学術政策研究所（NISTEP）科学
技術予測センターは、政策立案や研究マネジメント
に資することを目的として、日本の研究者によるデー
タ公開を中心としたオープンサイエンスの実態や課
題を把握するために、アンケートシステムによる調
査を実施した。調査期間は 2016 年 11 月 30 日から
12 月 14 日であり、調査対象は、大学、企業、公的
機関・団体に所属する研究者や専門家、技術者などに
よって構成される約 2,000 名の科学技術専門家ネッ
トワークである。
　本稿では、1,398 名（回答率 70.5%）の有効回答を
分析した結果から、（1）データと論文の公開状況と阻
害要因、（2）データ公開の支援に関する検討、（3）公
開データの活用と課題について報告する。調査の詳細
や全ての結果については、調査資料として公開されて
いる報告書13）を御参照いただきたい。

2. データと論文の公開状況と阻害要因
　データ（研究のために収集・作成・観測したデジ
タルデータで、論文など研究成果の根拠となるもの）
の公開経験がある回答者は 713 名（全体の 51.0%）、
OA 論文がある回答者は 991 名（70.9%）であった

（図表 1）。データと OA 論文両方の公開経験がある
回答者は 568 名（40.6%）、いずれもない回答者は
214 名（15.3%）である。なお、多分野の研究者を
対象とした先行調査によるデータ公開率を確認する
と、Tenopir ら（2010）14）による調査では 36%（回
答者数 1,329 名）、Wiley 社による調査（2014）15）

では 52%（同 2,250 名以上）、うち日本の研究者は
44%（日本の回答者数不明）、Berghmans らによる
調査（2017）16）では 66%（回答者数 1,162 名）で
あった。
　データ公開について尋ねる際には、回答者の認識に
よるずれを防ぐため図表 2 の 7 種類の公開方法を複
数選択方式で示し、これらの選択肢とは同時には選択
できない排他的選択肢として「公開したことはない」、

「わからない」、「研究にデジタルデータは用いない」を
示した。図表 1 の「ある」は、公開方法を 1 つ以上選
択した回答者の比率である。データの公開方法は「個
人や研究室のサイト（50.8%）」、次いで「論文の補足
資料（47.0%）」の順に選択率が高く、オープンサイエ
ンス政策や学術雑誌のデータ共有ポリシーで推奨、あ
るいは想定されている永続性のあるリポジトリによる
公開は「所属機関のリポジトリ」が 34.2%、「特定分
野のリポジトリ」が 16.4% にとどまっている。
　データの公開理由は、「研究成果を認知してもらい
たいから（58.5%）」、「投稿した雑誌のポリシーだか
ら（43.8%）」、「科学研究や成果実装を推進したいから

（26.1%）」の順に選択率が高かった。分野別の公開率
を確認すると（図表 3）、生物科学（66.7%）が最も高
く、同分野では「雑誌のポリシー」の選択率が最も高
かった（70.8%）。データを公開していない理由は様々
で、「雑誌のポリシーではないから（26.4%）」、「公開
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図表 4　非公開理由が解決した場合のデータと論文の
公開意思（データ n=595、論文 n=379）

のための時間が必要だから（25.9%）」、「所属機関にポ
リシーがないから（22.4%）」などが比較的選択されて
いるものの、突出した理由はみられなかった。
　論文を OA にした理由は「投稿した雑誌のポリシー
だったから（81.7%）」、「研究成果を認知してもらいた
いから（46.9%）」に集中しており、OA にしていない
理由は「雑誌のポリシーではないから（60.4%）」、「資
金が必要であるから（39.6%）」の順に選択率が高かっ
た。なお、非公開理由が解決された場合の公開意思を
比較すると、データは論文よりも「いいえ」、「わから
ない」を選択する回答者が多く、公開に対する慎重な
姿勢がうかがえた（図表 4）。
　続いて、データの公開経験の有無にかかわらず、研
究にデータを用いる回答者全員を対象として、“論文な
どの成果を発表済みの、最近の主要な研究 1 件のため
に収集・作成・観測したデータ（以下、「カレントデー
タ」）”を公開することを想定していただいた上で17）、資
源の充足度や懸念の強さを尋ねた。その結果、データ
を整備・公開するために必要なリソースは全体的に不
足しており、特に人材や時間、資金が不足していると
認識されていることがわかった（図表 5）。また、デー
タ公開用のリポジトリについては「わからない」とす
る回答が 27.1% にのぼった。分野リポジトリや機関リ
ポジトリの整備が行われているものの、認知度が低い、
あるいは十分ではないということが示唆された。
　データを公開する場合の懸念については、「引用せ
ずに利用される可能性」と公開データを使って「先に
論文を出版される可能性」を問題視する回答者が多
かった。データ公開に関する議論では、論文の出版前
にデータを公開することが前提となっている場合が
多いが、「先に論文を出版される可能性」に対する懸
念は特に若年層で強く13）、この傾向は Tenopir ら18）

や Schmidt ら19）による調査においても同様であっ
た。公開を求めるタイミングは、慎重に検討する必要
があるだろう。

3. データ公開の支援に関する検討
　2016 年の文部科学省『学術情報のオープン化の推
進について（審議まとめ）』では、“大学等に期待され
る取組”として、“技術職員、URA 及び大学図書館職
員等を中心としたデータ管理体制を構築し、研究者へ
の支援に資するとともに、必要に応じて複数の大学等
が共同して、データキュレーター等を育成するシステ
ムを検討し、推進する”と述べられている20）。しか
し、データの管理や公開に関するプロセスは多岐にわ
たるため、それぞれの難易度を尋ねることによって人
材育成の参考に資することとした。具体的には、カレ

ントデータの整備や公開を、回答者や共同研究者にか
わって図書館員やデータキュレーターなどの第三者
が行う場合、分野の知識や専門性が必要であると考え
られる項目を複数選択方式で尋ねた。カレントデータ
が多様な場合は、最も難しいと考えられるデータにつ
いて回答していただいた。
　回答者の半数以上が選択した項目は、「適切なデー
タ形式への変換（60.0%）」、「データを再利用しやすい
ように整える（59.1%）」、「適切なメタデータ標準の
選択（50.4%）」であり、高度な専門性を有する人材
の必要性が示唆された（図表 7）。一方、「機関のリポ
ジトリで公開（26.7%）」や「異分野の研究者に紹介

（32.7%）」、「メタデータの作成（34.2%）」は選択率
が低く、専門性の必要度（間口の広さ）という意味に
おいて、比較的支援に取り組みやすいと考えられる。
　また、自由回答では、“サポートスタッフがいない
と継続的に公開することは不可能と思われる”とい
う記述もみられるなど、支援人材のニーズも確認さ
れた。反対に、“他人に行わせることはない”、“公開

図表 5　データ公開に関する資源の充足度（n=1,396）

図表 6　データを公開する場合の懸念の強さ（n=1,396）



30

のためのデータ整理は、論文作成に近い作業であり、
それを支援してもらうというのは、論文を他人に書い
てもらうのに近いことである”など、第三者による支
援は不可能・困難であるとする自由回答もみられた。
人的支援について検討する際には、データ公開の実担
当者への聞き取りなど、より詳細な調査や議論が必要
であると考えられる。

4. 公開データの活用と課題
　公開データの入手経験を尋ねたところ、回答者の
75.8％が何らかの方法でデータを入手しており（図表 
8）、うち、91.2% が研究の参考に、55.3% が再利用・
再分析を、46.1% が再現・追試を行っていることがわ
かった。冒頭で述べたように、オープンサイエンス政
策は公開データを企業や市民が活用することを期待し
ているが、企業の研究者の 70.7% が入手経験を有し
ており、特に研究の再現や追試を比較的よく行ってい
た（54.6%）。欧州委員会（European Commission）
は、データ公開が雇用や経済効果を生み出すことを想
定して、欧州オープンサイエンスクラウド（European 
Open Science Cloud）と呼ばれる大規模なデータ
公開基盤の整備を進めている21）。また、2017 年 6
月に Springer Nature 社のデータジャーナルである
Scientific Data は、投稿者がデータを公開する際のラ
イセンスとしてクリエイティブ・コモンズ CC0 を強
く推奨し、商業利用に対する制限を認めないポリシー
を公開した22）。本調査では商業利用の実態までは明ら
かにできなかったが、今後は公開データの活用による
イノベーションの創出や経済的な利益についても注視
していきたい。
　データの入手に最も利用されているのは、公開と同
様に「個人や研究室のサイト（64.8%）」であり、次い
で「論文の補足資料（53.1%）」であった。また、デー
タの利用においては 79.8% が何らかの問題を感じて
おり、「利用料金が必要（43.1%）」、「利用者登録が必
要（33.3%）」、「利用条件がよくわからない（33.1%）」

の順に選択率が高かった（図表 9）。コストをかけて公
開されたデータが広く活用されるよう、リポジトリや
利用条件などを整備する必要があると考えられる。
　公開データの活用に関する別の課題として、データ
を理解することの難しさがある。他の研究者が自身の
カレントデータを理解できると思うかどうか尋ねたと
ころ、同じ分野の研究者については 60.0% が「できる
と思う」を選択しているのに対して、異分野の研究者
については 13.2% にとどまった（図表 10）。分野別で
は、人文社会科学は「できると思う」とする回答者が
40.0% であったが、数学は 0%、医学は 4.3% と差が
みられた。
　研究者個人が他分野の研究者が理解できるように
データを整備することは、その労力を考えると現実的
ではない。一方で、図表 6 の結果からもデータを正
しく解釈できないまま誤って利用されている可能性へ
の懸念は、データ公開の障壁であることが示唆されて
いる。公開データの信頼性を判断する方法を尋ねた
質問では、著者情報（70.9%）や研究手法の確かさ

（62.8%）、そのデータを用いた論文（58.2%）の順に

図表 8　公開データの入手経験の有無（n=1,398）

図表 10　他の研究者によるデータの理解（n=1,396）

図表 9　公開データ入手の障壁（n=846）

図表 7　専門性を必要とする項目（n=1,302）
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選択率が高かった。まずはこうした情報に容易にアク
セスできるよう、データを検索するためのデータベー
スやメタデータを整備する必要があると考えられる。

5. おわりに
　本調査は、研究者によるデータ公開や利用の実態と
課題の一部を明らかにした。データ公開に関する課題
解決の場として、2016 年 6 月に研究データ利活用協
議会23）が設立され、研究者や図書館員などの会員が活
動を開始している。また、国際的な組織として研究デー
タ同盟（Research Data Alliance）24）があり、分野や
地域を超えたデータ共有を目標に合意形成やガイドラ
インの策定を行っている。国内外のステークホルダー
と協調することによって、効率的な課題解決を図るこ

とやグローバルスタンダードに即した研究成果の国際
発信を行うことが可能になると考えられる。
　さらに、データ公開は学術界のみならず、政府系の
オープンデータやデジタルアーカイブなど、様々な領
域で盛んに進められている。こうした活動とも連携し、
知見を共有することによって、互いに多くの示唆を得
られるであろう。また、政策や基盤を検討する際には、
多様なデータのシームレスな活用や統合を視野に入れ
ることも重要ではないだろうか。
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